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インソースは、社会の求めるサービスを
いち早く開発し提供いたします。

あらゆる人 が「 働く楽しさ・ 喜 び 」を実 感 できる社 会 をつくる

講師派遣型研修事業
公開講座事業
ＩＴサービス
e ラーニング・映像制作
コンサルティング
人材派遣・人材紹介



人379

年間 研 修実 施 回 数

従 業 員 数

売 上高

経常利 益

親会 社株 主に帰属する
当期 純 利 益

売上高経常利益率
ＲＯＥ /

年間 研 修 受講 者 数 490,712
※3

種類2,292
公開 講 座

種類2,582
研 修カリキュラム 数

※3

※1

※1

※3※4

※2

人

社
お取引先 数 25,210

百万円4,536
百万円933
百万円635

%%29.4　 20.6

19.6％

数 字 を 切り口に 、わ かりやすくインソースを 紹 介 いたします。

株 式 会 社 イ ン ソ ース は 、ス ピード 感 を もって
売 上 高・利 益 成 長 を 実 現 して い きま す

取引先内 訳

日頃より当社をご支援いただき誠にありがとうございます。当社は、人材育成支援や人事戦
略支援、経営力向上支援等を通じて、社会の課題の解決をする企業でございます。
おかげさまで、2018 年９月期は売上高 26.5％、経常利益 53.5％の伸長を実現いたしました。

私は株主目線を強く意識し、永続的な利益拡大のために最良の施策を立案し、今期もスピード
感をもって経営をしてまいります。

2019 年９月期以降も、WEBinsource 会員拡大や営業拠点開設などのプラットフォームの強化、
コンテンツのさらなる拡充、環境変化に対応し新しいことに取り組む力の強化を行い、引き続
き業績拡大のため邁進いたします。

今後とも、ご指導・ご鞭撻をお願い申し上げます。

講師評価

受講 者の評 価

内容評価

実施後アンケートで「良かった・大変良かった」とお答えくださった方の割合

※3

※1

前年比 ＋20.5％

前年比 ＋18.2％

20,699回

管 理 職の女 性 比 率

障 がい 者雇 用率
※法定雇用率2.0％

3.8％

前年比 ＋47.6%

前期末比 ＋80.4%

前年比 ＋175.4%

前年比 ＋20.0％

前年比 ＋26.5％

前年比 ＋53.5％

前年比 ＋53.9％

前年比 ＋3.6P前年比 -0.4P

前期末比 ＋17.3％

前期末比 ＋10.7％ 前期末比 ＋25.4％

人214人165

組 織8,564ＷＥＢins ource 登 録 先 数

組 織92Leaf 累計有料利用先 数

組 織34,556eラーニング 契 約 ID 数（年 間 ）

講師派 遣型研 修

女性男性

※1 2018 年 9月末時点
※2 2003年 6月から2018 年 9月までに当社サービスをご利用いただいたお取引先累計
※3 2017 年 10月1日から2018 年 9月 30日
※4 STUDIO及び STUDIO Powered by Leaf

数字で見るインソース

20.4%

16.5%
12.511.9

7.7%

5.9%

7.0%

5.8%

5.2%

金融
運輸・倉庫

電力・ガス・水道

2.9%
2.9%
1.2%

製造業

サービス業

医療・福祉

教育・大学

建築・不動産

流通・商社

その他

情報通信・ITサービス
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ＴＯＰ   ＭＥＳＳＡＧＥ

43.5％ 56.5％

%%

官公庁関連

7794.94.33
%

95.95.44
%

株式会社インソース 代表取締役 執行役員社長

舟橋  孝之



優待内容保有株式数

100株（1単元）以上
500株(5単元)未満

500株（5単元）以上
1,000株(10単元)未満

1,000株（10単元）以上
2,000株(20単元)未満

2,000株（20単元）以上
10,000株(100単元)未満

10,000株（100単元）以上

QUOカード（500円分）

QUOカード（500円分）
および当社指定公開講座受講1回分無料券
QUOカード（1,000円分）
および当社指定公開講座受講2回分無料券
QUOカード（1,000円分）
および当社指定公開講座受講4回分無料券
QUOカード（3,000円分）
および当社指定公開講座受講4回分無料券

※売上高・経常利益推移
※単位:百万円
※2010年９月期以前は、業績を開示していません
※2011年９月期から2013年９月期は当社単体／2014年9月期からは連結

1,130
1,428 1,670

2,039
2,423

2,915

3,585

127 161 253 315 398

2011
9月期

2012
9月期

2013
9月期

2014
9月期

2015
9月期

2016
9月期

2017
9月期

2018
9月期

2019
9月期

3,000

2,000

4,000

5,000

1,000

452452

4,536

5,600(予想)

608608
933933

1,150 (予想)1,150 (予想)

連結決算と業績予想

連結損益計算書（ 主要科目）

■  前 年 度 出 店 し た 都 内 拠 点 が 牽 引 し 、売 上 高 は 2 6 . 5 ％ 、営 業 利 益 は 5 8 . 4 ％ 伸 長

■  生 産 性 向 上 を 目 的 と し た 現 場 活 用 度 の 高 い ビ ジ ネ ス ス キ ル 関 連 研 修 （ロジカルシンキングやプレ
ゼンテーションなど）が 成 長 。売 上 高 は 、 講 師 派 遣 型 研 修 事 業 が 1 9 . 2 ％ 、 公 開 講 座 が 3 0 . 0 ％ 伸 長

■  人 事 サ ポ ー ト シ ス テ ム「 L e a f 」、e ラ ー ニ ン グ の 伸 長 に よ り 、そ の 他 事 業 の 売 上 高 が 7 1 . 9 ％ 伸 長

■  公 募 増 資 な ど に よ り 、流 動 資 産 及 び 純 資 産 が 増 加

売 上 高  2 , 9 1 5  3 , 5 8 5  4 , 5 3 6  + 2 6 . 5 %  5 , 6 0 0  + 2 3 . 4 %

営 業 利 益  4 6 0  5 9 2  9 3 7  + 5 8 . 4 %  1 , 1 6 0  + 2 3 . 7 %

経 常 利 益  4 5 2  6 0 8  9 3 3  + 5 3 . 5 %  1 , 1 5 0  + 2 3 . 1 %

当 期 純 利 益  2 9 8  4 1 2  6 3 5  + 5 3 . 9 %  7 5 0  + 1 8 . 0 %

 2 0 1 6 年 9 月 期  2 0 1 7 年 9 月 期  2 0 1 8 年 9 月 期  前 年 比  2 0 1 9 年 9 月 期  前 年 比
 ( 実 績 )  ( 実 績 )  ( 実 績 )   ( 予 想 )

（単 位：百 万 円）

（単 位：百 万 円）（単 位：百 万 円） （単 位：百 万 円）

業績ハイライト　　2018年9月期決算の概況と2019年9月期業績予想

2018年 9月期

連結貸借対照表（ 主要科目）

〔 1 株 当 た り 配 当 金 〕
株主還元方針

〔 株 主 優 待 〕

流動資産

固定資産

流動負債

固定負債

純資産

3,434

524

979

89

2,889

2017年9月期

1,941

402

808

98

1,436

2017年９月期
(実績)

2018年９月期
(予定)

2019年９月期
(予想)

１株当たり
配当金

配当金総額

配当性向

18円00銭

145百万円

35.3%

14円00銭

―

31.8%

2017年9月期 2018年9月期

連結キャッシュ・フロー計算書（ 主要科目）

578

△ 8

△ 314

1

257

1,159

1,416

751

△ 147

804

0

1,409

1,416

2,825

営業活動による
キャッシュ・フロー
投資活動による
キャッシュ・フロー
財務活動による
キャッシュ・フロー
現金及び現金同等物
に係る換算差額
現金及び現金同等物
の増減額（△は減少）
現金及び現金同等物
の期首残高
現金及び現金同等物
の期末残高

株主の皆さまから長期にご支援いただけるよう、配当性向 30％を目途に
業績に連動した配当を継続して実施してまいります。
株主の皆さまから長期にご支援いただけるよう、配当性向 30％を目途に
業績に連動した配当を継続して実施してまいります。

2018年9月30日現在のご所有株式数に応じて、贈呈いたします。2018年9月30日現在のご所有株式数に応じて、贈呈いたします。

2018年 9月期

売上高

売上原価

売上総利益

販売費及び一般管理費

営業利益

経常利益

当期純利益

4,536

1,439

3,096

2,158

937

933

635

2017年9月期

3,585

1,182

2,403

1,811

592

608

412

※当社指定公開講座無料券：当社指定の公開講座の中からお選びいただけます。
詳しくは、当社ＷＥＢもしくは無料受講券をご確認ください。

12円00銭

201百万円

31.2%

（普通配当 15円00銭
　記念配当 3円00銭）

（うち、普通配当にかかる
   配当性向 29.4％）

親会社株主に帰属する

親会社株主に帰属する

2

景 気 変 動 に 関 わ ら ず
1 6 期 連 続 増 収 !

（連結）



2018年9月期　TOPIC

上級管理職を対象とした選抜型教育の実施

株式会社
未来創造&カンパニーの
完全子会社化

リリース 2018.7.26

中途の採用支援事業
組織コンサルティング事業

子会社
株式会社らしくの設立

リリース 2018.6.15

新会社設立・出資等

ベテラン向 け AI 研 修や子 育て世 代の女 性の復 職
支援などを通じて「New Type 人材」をつくる

リカレント
教育プログラム

・平日夜間の 2 時間で手軽にスキルアップができる
・東京、大阪、名古屋、福岡の最寄りの会場から遠

隔リアルで研修を受講可能

遠隔リアルで学ぶ速習！
ビジネスアップ勉強会

リリース 2018.4.27 リリース 2018.8.31

人材育成支援

短時間就業に特化した人材派遣・職業紹介業

株式会社
メディアフラッグとの共同出資による
新会社ダブルワークマネジメント設立　 インターネットを活用したＭ＆Ａによる事業継承

支援事業

株式会社
ビジネスマーケットとの資本提携

リリース 2018.10.17 リリース 2018.10.25

・近 年の新 人の傾 向や人 事 担 当 者さまのお悩 みを
もとに、新入社員に求められる８大スキルを定義

・自 己 評 価とテストにより、新 入 社 員の８大レベル
保有レベルを可視化

リリース 2017.11.2

各階層の社員が求められる「知識」とその「活用力」をどの程度有している
かを可視化
※初級管理職向け・上級管理職向けは 2018 年 10 月 1 日に提供開始

（若手・中堅・管理職向け）

リリース 2018.6.1

人事・人材戦略

■  講師派遣型研修 249本　

全国に 広が る出店エリア

※2017 年 10 月～ 2018 年 9 月

※2017 年 10 月～ 2018 年 9 月

新作研修
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名古屋支社

横浜支社

・東京本 社
・東 京本 社An nex
・駿 河台 事 業所
・ 幕張事 業 所
・新 宿事 業 所
・日 本橋 事 業所
・品 川事 業 所
・町 田事 業 所
・ 浦和事 業 所 浦 和事 業 所
・池 袋事 業 所（関 東支 社）
・渋 谷事 業 所
・浜 松町 事 業所

大阪支社

中四国支社

九州支社

京都事業所

20 1 8 年 ９ 月 期 新 設  営 業 開 始 　

・新 潟 事 業 所　2 017 年 10 月

・神戸事 業 所　2 017 年 1 2 月　

・幕 張 事 業 所　2 01 8 年 9 月

・浦 和事 業 所　2 01 8 年 9 月

新潟事業所

東北支社

北海道支社

神戸事業所

AI・機械学習
導入支援サービス

AI・RPA関連研修

・現場で活かせる、AI による生産性向上を直接支援
・導 入 に向 けた 個 別アドバイスから機 械 学 習モデ

ルの開発代行まで可能
生産性向上を目的とした、ベテラン向けの AI 活用を検討する研修が
好評

AI・RPA

■  公開講座　464本

■  受講者数　811人

( 以降も含む )



・生 産 性向上を目的とした現 場 活用度の高いビジネススキル関 連 研 修 ( ロジカルシンキング、プレゼンテーションなど ) が
増 加（+ 5 6 .7 %）

・ハラスメント防止など 職 場 の風 土・環 境 改善を目的とした研 修が 好 調（+ 5 0.1%）
・企 業の将 来を担う若手・中堅 社 員向けの 研 修ニーズが 伸 長（+ 4 4.6 %）

個別の課題に応えるオーダーメイドで、ジャストフィットな研修をご提供

1名さまから受講可能。 全国7カ所で常設開催

講師派遣型研修事業

公開講座事業

ITサービスやeラーニング等で、課題解決を支援そ の 他 事 業

6 5 0  8 9 7  1 , 1 6 6  + 3 0 . 0 %  1 , 4 6 0

1 9 4  3 1 5  5 4 2  + 7 1 . 9 %  8 4 0

 2 0 1 6 年 9 月 期（実 績） 2 0 1 7 年 9 月 期（実 績） 2 0 1 8 年 9 月 期（実 績） 前 年 比  2 0 1 9 年 9 月 期（予 想）

（単 位：百 万 円）

■ ＩＴサービス

■ コン サルティン グ

■ eラーニン グ・映 像 制 作 　

■ 人 材 派 遣・人 材 紹 介

売 上 高

売 上 高

（単 位：百 万 円）

人事・総務 部門の IT 化、ストレスチェック支援サー
ビス、A I・R PA 活用支援、セキュリティサービス

評価制度 定着 化（運 用）サービス、アセスメント、
ＣＳ調査など各種 調査

採用推進サービス事業、復職者や復職希望者・
ダブルワーク人材の短時間派遣

サービス

・人材不足の製 造 業（+ 4 0. 3 %）、サービス業（+ 5 2 .7 %）、建 築・不 動産 業（+ 6 6 . 3 %）が 売 上 続 伸。特に中堅向け研 修
が大 幅 増

・都内 拠 点が 好 調。前年度出店した 新宿事 業 所（+ 6 4. 5%）、品 川事 業 所（+101 .1%）が 牽引地 域

各事業の業績概況（2018年9月期）

 2 0 1 6 年 9 月 期（実 績） 2 0 1 7 年 9 月 期（実 績） 2 0 1 8 年 9 月 期（実 績） 前 年 比  2 0 1 9 年 9 月 期（予 想）

2 , 0 7 0  2 , 3 7 2  2 , 8 2 7  + 1 9 . 2 %  3 , 3 0 0
 2 0 1 6 年 9 月 期（実 績） 2 0 1 7 年 9 月 期（実 績） 2 0 1 8 年 9 月 期（実 績） 前 年 比  2 0 1 9 年 9 月 期（予 想）

（単 位：百 万 円）

売 上 高

→  2 0 1 9 年 9 月 期 も、コンテンツの拡 充と営 業 拠 点の拡 大により継 続 成 長を目 指す

・ A I 関 連 研 修、Mic r o s of t  O ffi ce 研 修など、働き方 改 革関 連の 研 修が 続 伸（+ 4 8 .6 %）
・若手・中堅 社 員 対 象 研 修（+2 8 .4%）や 、シンキング 関 連（ロジカル／クリティカル／ラテラル）などのビジネススキル

関 連 研 修（+2 8 .4%）が増 加
・手 挙げ 制 教 育ニーズが 高まり、全 国 的に人 財育成スマートパックにおけるパック 10 0 以 上の販 売が 好 調（+ 4 8 . 9 %）
・W EB in s o ur ce 会員 数 が累計 8 , 5 6 4 組 織に拡 大（前 期 末 比 +2 ,76 0 組 織）

・全 国に拠 点を構えるサービス業（+ 41 .1%）や製 造 業（+3 3 . 9 %）、情 報 通 信・I T 業（+ 4 6 . 2 %）、金融 業（+3 3 . 3 %）
の利 用が増 加。4 Q 単体 では、情 報 通 信・I T 業 が + 5 0. 5% と大 幅 伸 長

・東 京以 外 の 拠 点での利 用が増 加。中四 国（+ 6 9.1%）、大 阪（+37. 2 %）など

→ 2 0 1 9 年 9 月 期 も、コンテンツの拡 充とW E B i n s o u rce 会 員 数の拡 大により継 続 成 長を目 指す

→ 2 0 1 9 年 9 月 期 も、人 事 評 価シートW E B 化サービスに続く新サービスの開 発や、W E B i n s o u rceと連 携した
　ｅラーニングサービスを拡 充し、継 続 成 長を目 指す

顧 客

サービス

・2017 年 8 月から本 格 開 始した「人事 評 価シート W EB 化サービス」が 伸 長
・面 倒な設 定 が 一 切 不 要のクラウド型ｅラーニング「S T UD I O　Powe r e d　by　Leaf」が 続 伸
・A I・R PA 活用支 援を開 始。A I 関 連 研 修が 好 評

サービス

地 域

顧 客

ヘルスマネジメント Health
 Management
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ダブルワーク
マネジメント



市場シェアを高め
持続的な成長を目ざす

中 期 経 営 計 画 に お け る 戦 略

戦略 1　プラットフォームの強化

中期経営計画について

数値目標

売 上 高  4 , 5 3 6  5 , 6 0 0  7 , 0 7 0  8 , 7 5 0  + 2 4 . 5 ％

営 業 利 益  9 3 7  1 , 1 6 0  1 , 4 1 0  1 , 7 5 0  + 2 3 . 1 ％

当 期 純 利 益  6 3 5  7 5 0  9 4 5  1 , 1 8 0  + 2 2 . 9 ％

 2 0 1 8 年 9 月 期  2 0 1 9 年 9 月 期  2 0 2 0 年 9 月 期  2 0 2 1 年 9 月 期  
 ( 実 績 )  ( 予 想 )  ( 目 標 )  ( 目 標 )  

（単 位：百 万 円）

C AG R 　 　 　
2 0 1 9 年９月 期

- 2 0 2 1 年９月 期

親会社株主に帰属する

～ビジョン

■ 2019 年 9 月期も継続的成長が可能
インソースの研修市場における市場占有率は約 1.3％、市場は当面成長。

■ 取引先数は25,000社以上
商品・サービスを追加提供可能。研修だけでなく、人材派遣や人材紹介などの提供も可能

■ 2018年９月の完全失業率は2.3％。空前の労働力不足
研修、ｅラーニングなどで生産性向上をはかる企業が増加。人材確保のニーズが増加

■ 取引先のさらなる多様化
景気変動に影響されない自治体や病院、学校向けサービスをさらに拡充

※総務省統計「労働力調査」より

※

※2003 年 6 月から 2018 年 9 月までに当社サービスをご利用いただいたお取引先及びその内訳

■  WEBinsource 会員数拡大
■  営業拠点の開設・公開講座セミナールームの増設
小型拠点を増やし、小回りの利く地域密着型営業エリア開拓

■ WEBinsource 会員数拡大

■ 営 業 拠 点

2 0 1 8 年 9 月 期  2 0 1 9 年 9 月 期  2 0 2 1 年 9 月 期  
( 実 績 )  ( 予 想 )  ( 目 標 )

■ セミナールーム公開講座の拡充

■ 社 員 数

公開講座顧客の固定化施策

首都圏へのさらなる出店　全国の空白地解消

公開講座の拡充

中途、リカレントなど多様な人材を採用

8 , 5 6 4 組 織

2 0  カ 所

3 2  カ 所

3 7 9  名

11,000 組織（ + 2,436 組織）

2 4  カ 所（ + 4 カ 所 ）

3 8  カ 所（ + 6 カ 所 ）

4 7 5  名（ + 9 6 名 ）

1 5 , 8 0 0 組 織

3 0  カ 所

4 5  カ 所

6 2 0  名

※５教室追加予定（2018年12月）

5

※ 当社の売上高（2018 年 9 月期連結）と総務省統計局「平成 26 年度経済センサス - 基礎調査」及び厚生労働省
　 「平成 28 年度能力開発基本調査」から、市場規模を 3,480 億円と推定



明確な経営方針の下、鍛えられた現場リーダーが
主導し、ハイスピードに施策を展開

→  「観察」し、「方向」付け、「決断」し、迅速に「実行」する

戦略 3　環境変化に対応し、新しいことに取り組む力の強化

※「ＯＯＤＡループ」とは？
アメリカ海兵隊の意思決定プロセスをわかりやすく理論化し
たもの。刻々と変わる状況に対し、迅速かつ柔軟に対応する

中期経営計画について

■ ＯＯＤＡループ※の実践

状況変化に応じて柔軟に戦略転換し、迅速に実行することで
計画達成の確度を日々高めていく（Ｐ＋ＯＯＤＡループ）

戦略 2　コンテンツのさらなる拡充

ＰＬＡＮ
中期経営計画

Road to  Next 2021

Ｐ

ウーダ

OODA ループで実行

OBSERVE
観察

O

DECIDE
決断

D ORIENT
方向付け

O

ACT
A
実行

PDCA

状況
変化

OBSERVE
観察

O

DECIDE
決断

D ORIENT
方向付け

O

ACT
A
実行

PDCA

状況
変化

OBSERVE
観察

O

DECIDE
決断

D ORIENT
方向付け

O

ACT
A
実行

PDCA

状況
変化

OBSERVE
観察

O

DECIDE
決断

D ORIENT
方向付け

O

ACT
A
実行

PDCA

状況
変化

6

㈱ダブルワークマネジメントによる短時間派遣サー
ビスの本格開始

セキュリティサービス「標的診断」などのサービス
販売強化

■ 他社と提携することで、人事や総務担当者向けに販売する商品を幅広く拡充。
　 顧客利便性を高め、ワンストップ提供を推し進める

講師派遣型研修

公開講座

ラーニング

ヘルスマネジメント

HRテック

アセスメント

人材紹介

人材派遣

コンサルティング

セキュリティ

年間200タイトル追加を継続。自治体や病院、学校
向けの研修を拡充。出店強化

引き続き、自社開発及び提携先コンテンツを拡充
自治体や病院、学校向けの研修も拡充。
Web insource会員は11,000組織へ

Web insourceと連携したサービスの提供

販売強化。アセスメントによって課題を明確にし、
体系的に提供

㈱らしくによる適性検査・アセスメントツールの本
格展開。中途正社員採用支援の強化

サービスのさらなる拡充。研修の内製化支援を強化

ストレスチェック
支援サービス

主に小規模企業向けサービスの拡充

人事評価シートWEB化サービスにつづく、新サー
ビスの開発

サービスのワンストップ提供

人材育成
支援

人事・人材
戦略

自治体・官公庁
コンサルティング安全衛生

向上支援

経営力
向上支援

人事・総務に係るあらゆるサービスが購入可能に！

当 社 の 研 修 で も 実 施

2 0 1 9 年 9 月 期〈方 針〉

インソースは社会課題解決に主体的。
多 様 な 人 材 が 共 に 働 く 企 業

全 社 員 数

従 業 員

臨 時 従 業 員

管 理 職

常 勤 役 員

合 計  女 性

3 7 9 人

2 4 9 人

1 3 0 人

9 2 人

1 7 人

2 1 4 人

1 1 5 人

9 9 人

1 8 人

2 人

※1　取締役・監査役、執行役員含めない
※2　インソース単独
※3　「管理的職業従事者」は、就業者のうち、会社役員、企業の課長担当職以上、管理的公務員等
※4 　「役員」は、取締役、監査役、指名委員会等設置会社の代表執行役及び執行役員

2017 年 / 出典：内閣府男女共同参画局

厚生労働省「平成 29 年　障害者雇用状況の集計結果」

外 国 出 身

シニア

Ｌ ＧＢＴ

障 が い の あ る 方

4 人

1 6 人

4 人

1 0 人

1 1 . 8 %

シ ニ ア の 採 用 を 大 幅 拡 大 中

・法定雇用率 2.0％
・実雇用率   1.97％

※2
障 が い 者 雇 用 率 　 　

女性管理職 当社比率

女性役員 当社比率

〈民間企業〉
3 . 8 %

1 9 . 6 %

※4

※3

※1

我が国の管理職業に占める
女性の割合  13.2％

上場企業の役員に占める
女性の割合 3.7％



会社情報

株式情報　

株主メモ

大株主の状況

WEBサイトもございます

株式会社インソース（Insource Co., Ltd.）
2002 年 11 月８日
2003 年１月
東京都千代田区神田錦町一丁目 19 番１号
神田橋パークビル５F
800,623,150 円
９月
379 名（2018 年９月期末時点 /連結）
東京本社 （東京都千代田区）
東京本社 Annex （東京都千代田区）
駿河台事業所 （東京都千代田区）
北海道支社 （北海道札幌市）
東北支社 （宮城県仙台市）
新潟支社 （新潟県新潟市）
浦和事業所 （埼玉県さいたま市）
幕張事業所 （千葉県千葉市）
池袋事業所 ( 関東支社 ) （東京都豊島区）
新宿事業所 （東京都新宿区）
渋谷事業所 （東京都渋谷区）
日本橋事業所 （東京都中央区）
浜松町事業所 （東京都港区）
品川事業所 （東京都品川区）
町田事業所 （東京都町田市）
横浜支社 （神奈川県横浜市）
名古屋支社 （愛知県名古屋市）
大阪支社 （大阪府大阪市）
京都事業所 （京都府京都市）
神戸事業所 （兵庫県神戸市）
中四国支社 （広島県広島市）
九州支社 （福岡県福岡市）
ミテモ株式会社 （東京都千代田区）
株式会社らしく
株式会社未来創造 &カンパニー
株式会社ダブルワークマネジメント

社 名
設 立
事 業 開 始
本社所在地

資 本 金
決 算 期
従 業 員 数
事 業 所

子 会 社

役 員 構 成 舟橋　孝之
川端久美子
大島　浩之
藤本　茂夫
澤田　哲也
上林　憲雄
田渕　文美
山下　　守
藤本　周平
大畑　芳雄
金井　大介
林　　道雄
癸生川　心
田中　　俊
松木　宏明
水野　大輔
帰山　智幸
西　　将司
百瀬　康倫
高橋　　了
髙原　　啓

発行可能株式総数 30,000,000株
発行済株式の総数 17,048,600株
1単元の株式の数 100株
株主数 3,816名

　株主名 所有株数(千株) 持株比率(%) 

株式会社ルプラス 6,570 39.04
舟橋　孝之 1,284 7.63
川端　久美子 916 5.44
日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 857 5.09
日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 806 4.79
日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口9） 545 3.24
野村信託銀行株式会社（投信口） 486 2.89
CHASE MANHATTAN BANK GTS CLIENTS ACCOUNT ESCROW 371 2.21
STATE STREET BANK AND TRUST COMPANY 505213 329 1.96
資産管理サービス信託銀行株式会社（証券投資信託口） 327 1.95

上場取引所 東京証券取引所市場第一部
証券コード 6200
事業年度 10月１日から翌年９月30日まで
定時株主総会 12月
配当の基準日 ９月30日
株式公開日 2016年７月21日
株主名簿管理人及び 東京都千代田区丸の内一丁目４番１号
特別口座の口座管理機関 三井住友信託銀行株式会社
事務取扱場所 東京都千代田区丸の内一丁目４番１号
 三井住友信託銀行株式会社　証券代行部
郵送物送付先 〒168-0063 
・電話照会先 東京都杉並区和泉二丁目８番４号
 三井住友信託銀行　証券代行部
 0120-782-031 (フリーダイヤル)
 土・日・祝祭日除く9：00～17：00
公告の方法 電子公告によります。
 やむを得ない事由により電子公告によることがで 
 きない場合は日本経済新聞に掲載します。

2018 年９月 30 日現在

2018 年９月 30 日現在

ＩＲサイトでは、株主投資家の皆さまに財務業績情報だけでなく
業績関連情報を定期的にリリースしています。ぜひご覧ください。

https://www.insource.co.jp/ir/index.html

ＩＲサイトについて

お問合わせは、
社長室宛にお願いします。

株式会社インソース

   TEL：03-5259-0070
   FAX：03-5259-0075
   Mail：info_ir@insource.co.jp

代表取締役
取 締 役
取 締 役
取 締 役
取 締 役
取 締 役
常勤監査役
監 査 役
監 査 役
執 行 役 員
執 行 役 員
執 行 役 員
執 行 役 員
執 行 役 員
執 行 役 員
執 行 役 員
執 行 役 員
執 行 役 員
執 行 役 員
執 行 役 員
執 行 役 員

執行役員社長
執行役員常務
執 行 役 員
執 行 役 員

所有者別株式分布状況

24.6

40.7

%

%

22.3%

9.3%
1.9 %

個人・その他

事業法人等

金融機関

証券会社
外国法人等 1.3 %自己名義株式

※持株比率は、自己株式を控除して計算し、小数点第3位以下を切り捨てして記載しております
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